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個人課税に関連する平成20年度税制改正項目

■ 金融・証券税制

■ 省エネ改修促進税制

■ エンジェル税制

■ 住民税の寄附金税制、ふるさと納税



- 1 - 

Ⅰ 金融・証券税制 

  上場株式等の譲渡益及び配当に係る税率について、金融所得の一体化に向け、

軽減税率の廃止及び所要の特例措置が設けられました。また、個人投資家の株

式投資のリスク軽減のため、上場株式等の譲渡損失と配当所得との間の損益通

算の制度が導入されました。 

 

1. 上場株式等の譲渡所得に対する課税（新租税特別措置法附則第 43条他） 

上場株式等の譲渡所得に係る税率について、軽減税率が平成 20年 12月 31日を

もって廃止されるとともに、2年間の特例措置が設けられました。 

＜適用税率＞ 

平成 21年 1月 1日～ 

平成 22年 12月 31日 
   

～平成 20年 

12月 31日 所得 

500万円以下 

所得 

500万円超 

平成 23年 

1月 1日～ 

所得税 7％ 7％ 15％ 15％ 

住民税 3％ 3％ 5％ 5％ 

計 10％ 10％ 20％ 20％ 

 

2.. 上場株式等の配当所得に対する課税（新租税特別措置法附則第 33条他） 

上場株式等の配当所得に係る源泉徴収税率について、軽減税率が平成 20年 

12月 31日をもって廃止されるとともに、一定の配当所得については 2年間税率軽

減の特例措置が設けられました。 

＜適用税率＞ 

平成 21年 1月 1日～ 

平成 22年 12月 31日 
 

～平成 20年 

12月 31日 配当年間 

合計 100万円以下 
（大口株主（※1）除く） 

左記以外 

（※2） 

平成 23年 

1月 1日～ 

所得税 7％ 7％ 15％ 15％ 

住民税 3％ 3％ 5％ 5％ 

計 10％ 10％ 20％ 20％ 

※1大口株主＝発行済株式又は出資の総数又は総額の 5％以上に相当する数

又は金額の株式又は出資を有する者 

※2 配当所得の年間合計が 100万円を超える場合には、確定申告書を提出す

る必要があります。 

 

3. 損益通算の特例（新租税特別措置法第 37条の 12の 2） 

（1）概要 

株式に係る譲渡損益は、他の所得とは分離して課税されるため、譲渡損失が発生

した場合においても、株式の譲渡益との相殺は可能であったものの、他の所得か

ら控除することはできませんでした。今回の改正により、その控除の対象に上場株

式等の配当所得（申告分離課税を選択したものに限る。）が加わり、上場株式等

の譲渡損失と配当所得との損益通算が可能となりました。 

 

（2）控除可能な譲渡損失 

① その年分の上場株式等の譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金 

② その年の前年以前 3年以内の各年に生じた上場株式等の譲渡損失の金額 

（前年以前に既に控除したものを除く。） 

 

（3）適用時期 

平成 21年分以後の所得税について適用されます。 
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（4）申告要件 

この規定は、税務署長がやむを得ない事情があると認める場合を除き、適用を受

けようとする年分の確定申告書に、この規定の適用を受けようとする旨の記載が

あり、かつ、譲渡損失に関する明細書等の添付がある場合に限り適用されます。 

 

 

 
Ⅱ エンジェル税制（新租税特別措置法第 41条の 19） 

（1）概要 

ベンチャー企業に対して出資を行う個人投資家に関する優遇税制、いわゆるエン

ジェル税制について、ベンチャー企業の育成支援の観点から優遇措置の拡充が

図られました。従来は下記の 3 つの優遇措置が規定されていましたが、③が廃止

され、一定のベンチャー企業への投資について、①との選択適用により、その投

資額を所得税の寄附金控除の対象とすることができる「特定新規中小会社が発行

した株式を取得した場合の課税の特例」が創設されました。 

 

① 投資額をその年の株式譲渡益から控除（措法 37条の 13） 

② 譲渡損失について 3年間の繰越控除（措法 37条の 13の 2）  

③ 譲渡益の 1/2 課税（措法 37条の 13の 3） 

→ 平成 20年 4月 29日までで廃止 

 

（2）対象となる出資 

「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に規定する特定新規中小企

業者により発行される株式を同族株主等一定の者以外の者が、払込みにより取

得した場合が対象となります。また、対象となる特定新規中小企業者とは以下の

ものをいいます。 

① 設立の日以後 1 年未満の会社（設立事業年度を経過していないもの）で、事

業の将来における成長発展を図るための事業計画を有するもの 

② 設立の日以後 1年以上 3年未満の会社で、設立後の各事業年度に係る営業

活動によるキャッシュ・フローが赤字（ゼロ未満）であるもの 

 

（3）寄附金控除額 

   出資額（※）－5,000円 ＝ 控除額 

 

※ 1,000万円と総所得金額の 40％のうち低い金額を限度とします。 

 

（4）株式の取得費 

この規定は課税の繰り延べ措置であるため、この寄附金控除を受けた後、将来株

式を売却する際には、譲渡所得等の計算上その寄附金控除を受けた金額等一定

額を取得費から控除することになります。つまり、将来の株式売却時においては売

却益が大きく計算されることになります。 

 

（5）適用時期 

平成 20年 4月 1日以後において、株式を払込みにより取得する場合に適用され

ます。 

 

（6）書類の添付 

  この規定の適用を受ける場合、確定申告書にその会社が「中小企業の新たな事

業活動の促進に関する法律施行規則第四条の二第一項」の要件等に該当する事

実の確認をした旨を証する書類等を添付する必要があります。 
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Ⅲ 省エネ改修促進税制 

  地球温暖化防止をはじめ環境問題に対する税制上の対応として、民生部門の省

エネルギー対策等を促進するため、住宅の省エネ改修促進税制が創設されまし

た。具体的には、住宅借入金がある場合の所得税の税額控除、固定資産税の減

額措置があります。 

 

＜所得税＞ 

１． 住宅の省エネ改修工事等に係る住宅借入金を有する場合の所得税額の 

特別控除 

（新租税特別措置法第 41条の 3の 2） 

（1）概要 

    居住する家屋について一定の省エネ改修工事を含む増改築等を行った場合、

一定の要件の下、その省エネ改修工事等に充てるために借り入れた住宅借入

金等の年末残高の 1,000万円以下の部分の一定割合を所得税の額から控除し

ます。なお、この規定は住宅ローン控除との選択適用となります。 

 

  ① 一定の省エネ改修工事 

居室の全ての窓の改修工事、又はその工事と併せて行う床の断熱工事、

天井の断熱工事若しくは壁の断熱工事で、次の要件を満たすものをいいま

す。 

・ 改修部位の省エネ性能がいずれも平成 11年基準以上となること 

・ 改修後の住宅全体の省エネ性能が改修前から一段階相当以上上がる

と認められる工事内容であること。 

・ 工事費用の合計額が 30万円を超えるものであること 

  ② 一定の要件 

・ 住宅借入金等について、償還期間 5 年以上の一定の住宅借入金等を

適用対象とします。 

・ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく登録住宅性能評価機

関、建築基準法に基づく指定確認検査機関又は建築士法に基づく建築

士事務所に所属する建築士が発行する省エネ改修工事等の証明書を

要します。 

・ その他現行の住宅の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所

得税額の特別控除と同様の要件とされています。 

 

（2）控除期間・控除率 

① 控除期間 ⇒ 5年 

② 控除率 

住宅借入金等の金額 1,000 万円を限度として、以下の控除率により計算さ

れます。 

・ 特定の省エネ改修工事に係る工事費用相当額（200万円を限度） 

→ ２％ 

・ 上記に掲げる住宅借入金等の年末残高以外の金額 

→ １％ 

※ 特定の省エネ改修工事とは、（1）の①に定める工事のうち、改修後の住

宅全体の省エネ性能が平成 11 年基準相当となると認められる工事内容

のものをいいます。 

③ 具体例（1年分の控除額） 

  （例 1） 

・ 年末借入金残高 300万円 

・ 特定省エネ工事費  300万円 

      200万円×2％＋（ 300万円－200万円 ）×1％ ＝ 5万円 
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  （例 2） 

・ 年末借入金残高 1,500万円 

・ 特定省エネ工事費  800万円 

      200万円×2％＋（1,000万円－200万円）×1％ ＝ 12万円 

 

（3）適用対象期間 

その家屋を平成 20年 4月 1日から平成 20年 12月 31日までの間に、 

その者の居住の用に供したとき 

 

＜固定資産税＞ 

２．省エネ改修を行った住宅の税額軽減（新地方税法附則 15条の 9） 

① 概要 

一定の省エネ改修を行った住宅に係る固定資産税について減額されます。 

② 適用対象 

平成 20年 1月 1日に存していた住宅で、平成 20年 4月 1日から平成 22

年 3 月 31 日までの間に一定の省エネ改修工事を行ったもの（賃貸住宅を除

く。）が対象となります。 

  ※ 一定の省エネ改修工事 

窓の改修工事、又はその工事と併せて行う床の断熱工事、天井の断熱工

事若しくは壁の断熱工事で、それぞれの工事によりそれぞれの部位が現行

の省エネ基準に新たに適合することとなるものであって、その工事費用の合

計額が 30万円以上のものをいいます。 

③ 適用年度 

  改修工事が完了した年の翌年度分に限ります。 

④ 減額金額 

  固定資産税の 3 分の 1（1戸あたり 120㎡相当分までに限る。） 

⑤ 申告要件 

    減額を受けようとする納税義務者は、改修後のそれぞれの部位が省エネ

基準に適合することとなったことにつき、住宅の品質確保の促進等に関する

法律に基づく登録住宅性能評価機関、建築基準法に基づく指定確認検査機

関又は建築士法に基づく建築士事務所に所属する建築士が発行した証明書

を添付して改修後 3 ヶ月以内に市町村に申告しなければなりません。 
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Ⅵ 住民税の寄附金税制、ふるさと納税 

地域に密着した民間公益活動やわが国の寄附文化を一層促進する観点から、

地方公共団体が条例により指定した寄附金を寄附金控除の対象とする制度を

創設するとともに、「ふるさと」に対し、貢献又は応援をしたいという納税者の思い

を実現する観点から、個人住民税の地方公共団体に対する寄附金税制を大幅

に拡充し、所得税と合わせて一定限度まで全額を控除する仕組みが導入されま

した。 

 

＜住民税＞ 

 1．控除対象寄附金の拡大等（新地方税第 37条の 2①、第 314条の 7①） 

 （1）控除対象寄附金の拡大 

① 現行の寄附金控除対象  

・ 都道府県・市区町村に対する寄附金 

・ 住所地の都道府県共同募金会に対する寄附金で総務大臣の承認等を

受けたもの 

・ 住所地の日本赤十字社支部に対する寄附金で総務大臣の承認等を受

けたもの 

② 控除対象寄附金の追加 

寄附金控除の適用対象に、所得税の寄附金控除の対象（※）となる寄附金

（国に対する寄附金及び政党等に対する政治活動に関する寄附金を除く。）のう

ち、住民の福祉の増進に寄与する寄附金として都道府県又は市区町村が条例

で定めるものが追加されました。 

 

※ 所得税の寄附金控除の対象 

・ 国又は地方公共団体に対する寄附金 

・ 一定の要件を満たす財務大臣指定の寄附金 

・ 特定公益増進法人に対する寄附金 

・ 認定 NPO法人に対する寄附金 

・ 一定の要件を満たす特定公益信託への支出 

・ 特定地域雇用等促進法人に対する寄附金 

・ 政党等に対する政治活動に関する寄附金 

   

（2）税額控除方式への移行 

これまでは控除対象額を所得金額から控除する所得控除方式でしたが、控

除対象額を税額から控除する税額控除方式に移行されました。適用対象寄

附金に係る控除率は以下のとおりです。 

① 道府県民税 → ４％ 

② 市町村民税 → ６％ 

 

（3）控除対象限度額の引き上げ 

    総所得金額等の 25％（現行） → 30％（改正後） 

 

（4）適用下限額（足切り額）の引き下げ 

    10万円（現行） → 5,000円（改正後） 

 

（5）適用期限 

     上記の改正は、平成 21年度分（平成 21年 6月徴収分）以後の個人住民税

について適用されます。 

 

 

 

 

 



     - 6 - 

 

＜住民税・所得税＞ 

2．ふるさと納税（新地方税第 37条の 2②、第 314条の 7②） 

 （１）概要 

    都道府県又は市区町村に対する寄附金について、通常の寄附金控除に加え、

一定の額を道府県民税、市町村民税から控除します。一般的に「ふるさと納税」

という名称で呼ばれますが、その対象は特に出身地等に限定されていないため、

どの地方公共団体に対する寄附でも適用は可能です。 

 

 （2）控除額 

    以下の①と②の合計額（総所得金額の 30％を限度）となります。 

   ①（寄附金－5,000円）×10％ 

   ②（寄附金－5,000円）×控除割合（※）（住民税所得割の 10％を限度） 

     

※ 控除割合 
所得金額 控除割合 

195万円以下 85% 
195万円超 330万円以下 80％ 
330万円超 695万円以下 70％ 
695万円超 900万円以下 67％ 
900万円超 1800万円以下 57％ 
1800万円超 50％ 

 

（3）適用期限 

     この規定は、平成 21年度分（平成 21年 6月徴収分）以後の個人住民税につ

いて適用されます。 

 

（4）具体例 

 

【前提】
給与収入 10,000,000 円
地方公共団体への寄附金支出 300,000 円
所得控除は寄附金控除と基礎控除のみ

【所得税】
給与所得 7,800,000 円 10,000千円－（10,000千円×10％＋1,200千円）
基礎控除 -380,000 円
寄附金控除 -295,000 円 300,000円－5,000円
課税所得 7,125,000 円
所得税額 1,002,750 円 7,125,000円×23％－636,000円

寄附金控除による税軽減額 A -67,850 円 295,000×23％

【住民税】
給与所得 7,800,000 円 10,000千円－（10,000千円×10％＋1,200千円）
基礎控除 -330,000 円
課税所得 7,470,000 円
寄附金控除前の住民税額 747,000 円 7,470,000×10％

寄附金税額控除 B -227,150 円 ①+②
 ①（300,000円－5,000円）×10％＝29,500円
 ②（300,000円－5,000円）×67％＝197,650円

寄附金控除後の住民税額 519,850 円

寄附金による税軽減額計 A+B -295,000 円

↓

   この事例の場合、結果的に寄附金支出300,000円に対し、足切額5,000円を差し引いた295,000円を、
   自らが希望する都道府県・市区町村に納税したことになります。

 

以 上 
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